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学内の動き学内の動き

　令和 ３ 年 ７ 月 ３ 日（土），インターステラテクノロジ
ズ社「ねじのロケット（MOMO ７ 号機）」の打上げに合
わせて，井上大臣が本学の「大樹サテライトオフィス」
を訪問されました。

　サテライトオフィス内では，室蘭市の青山市長と大樹

町の酒森町長と共に，超小型衛星「ひろがり」の打上げ
や，白老エンジン実験場での実験風景，また，大樹町で
行った「自動運転実験」に関する動画を見ていただき，
空閑学長や航空宇宙機システム研究センター長の内海教
授から，本学で取組んでいる宇宙関連の研究内容等を紹
介する機会となりました。

井上内閣府特命担当大臣（宇宙政策）が，
大樹サテライトオフィスを訪問

サテライトオフィスでの様子左から本学内海先生，空閑学長，井上大臣，青山市長
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情報・資料情報・資料

様様式式  １１　　公公表表さされれるるべべきき事事項項

国立大学法人室蘭工業大学（法人番号4430005010204）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容

本学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の
国立大学法人、国家公務員等のほか、以下を参考とした。

事務次官年間報酬額･･･23，374千円

本学の役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、役員の俸給等に当該役員
の職務実績に応じて、期末特別手当額の１００分の１０の範囲内で増額又は減額すること
ができることとしており、経営協議会の議を経るものとしている。

役員報酬支給基準は、俸給及び諸手当（地域手当、通勤手当、単身赴任
手当、期末特別手当及び寒冷地手当）から構成されている。俸給について
は、国立大学法人室蘭工業大学役員の給与、退職手当、紀律、旅費に関
する規則に則り、俸給（965,000円）を支給している。期末特別手当について
も、同規則に則り、基礎額（俸給＋俸給×１００分の２０＋俸給×１００分の２
５）に１００分の１６７．５を乗じ、さらに、基準日以前６箇月以内の期間におけ
るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。また、この額
は、文部科学省国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案
し、その者の職務実績に応じて、その額の１００分の１０の範囲内で、これを
増額し、又は減額することができる。

なお、令和２年度では、国家公務員の給与改定に準拠し、期末特別手当
支給率の引き下げ（年間３.３５ヶ月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、法人の長と同様であるが、俸給については、

706,000円から965,000円の範囲で法人の長が定めることとしている。
なお、令和２年度における改定内容は法人の長と同じである。

該当者なし

該当者なし

役員報酬支給基準は、俸給のみで構成されている。俸給については、月
額193,000円の定額としている。

なお、令和２年度については改定していない。

1

国立大学法人室蘭工業大学の役職員の
報酬・給与等について
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情報・資料�

２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,434 11,582 4,732
112

8
（寒冷地手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,934 9,132 3,714
64
24

（寒冷地手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,982 9,132 3,714
112
24

（寒冷地手当）
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

12,910 9,132 3,714 64 （寒冷地手当） ※

千円 千円 千円 千円

965 965 0 0
（　　　　）

8月31日

千円 千円 千円 千円

1,351 1,351 0 0
（　　　　）

9月1日 ※

千円 千円 千円 千円

2,316 2,316 0 0
（　　　　）

注：「前職」欄の「※」は、独立行政法人等の退職者であることを示す。

A理事

B理事

C理事

A監事
（非常勤）

B監事
（非常勤）

C監事
（非常勤）

役名
就任・退任の状況

前職
その他（内容）

法人の長
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様様式式  １１　　公公表表さされれるるべべきき事事項項

国立大学法人室蘭工業大学（法人番号4430005010204）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容

本学の主要事業は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の
国立大学法人、国家公務員等のほか、以下を参考とした。

事務次官年間報酬額･･･23，374千円

本学の役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、役員の俸給等に当該役員
の職務実績に応じて、期末特別手当額の１００分の１０の範囲内で増額又は減額すること
ができることとしており、経営協議会の議を経るものとしている。

役員報酬支給基準は、俸給及び諸手当（地域手当、通勤手当、単身赴任
手当、期末特別手当及び寒冷地手当）から構成されている。俸給について
は、国立大学法人室蘭工業大学役員の給与、退職手当、紀律、旅費に関
する規則に則り、俸給（965,000円）を支給している。期末特別手当について
も、同規則に則り、基礎額（俸給＋俸給×１００分の２０＋俸給×１００分の２
５）に１００分の１６７．５を乗じ、さらに、基準日以前６箇月以内の期間におけ
るその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。また、この額
は、文部科学省国立大学法人評価委員会が行う業績評価の結果を勘案
し、その者の職務実績に応じて、その額の１００分の１０の範囲内で、これを
増額し、又は減額することができる。

なお、令和２年度では、国家公務員の給与改定に準拠し、期末特別手当
支給率の引き下げ（年間３.３５ヶ月分）を実施した。

役員報酬支給基準は、法人の長と同様であるが、俸給については、

706,000円から965,000円の範囲で法人の長が定めることとしている。
なお、令和２年度における改定内容は法人の長と同じである。

該当者なし

該当者なし

役員報酬支給基準は、俸給のみで構成されている。俸給については、月
額193,000円の定額としている。

なお、令和２年度については改定していない。
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

本学は、未来をひらく科学技術者の育成、人間・社会・自然との調和を考
えた創造的な科学技術研究の展開、地域社会さらには国際社会における
知の拠点として社会の発展への貢献、という本学の理念に基づき、国際的
通用性をもった科学技術者の育成、科学技術分野における知の創造、産
学官連携及び地域貢献を使命としており、学部及び大学院博士前期課程
を通じた教育の重点化、本学の特色を活かした特定分野における研究の高
度化の推進、学術研究成果を積極的に発信することによる地域の発展への
貢献を学長のリーダーシップの下で推進している。
本学の学長は、教職員約３００名を有する法人を代表し、その業務を総理
するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営責任者と教学責任者
との職務を同時に担っている。 また、本学は、学長の報酬月額を法人化移
行前の国家公務員指定職俸給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、
学長の職務内容の特性は上記のとおり法人化移行前と同等以上であり、こ
れまでの各年度における業績評価の結果を勘案したものとしている。
こうした職務内容の特性等を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

本学には３名の理事がおり、学長のリーダーシップの下、それぞれが総務
担当、学術担当及び研究・連携担当として学長を補佐し、本学の業務を掌
理している。
理事の年間報酬額は他の工科系国立大学の理事の報酬水準（電気通

信大学、豊橋技術科学大学及び名古屋工業大学の理事の平均年間報酬
額13,003千円：地域手当その他諸手当を除く。）と同水準である。(令和
元年度実績）
こうした職務内容の特性や上記との比較を踏まえると、報酬水準は妥当で
あると考える。

該当者なし

該当者なし

本学には２名の監事（非常勤）がおり、本学の業務全般についての監査を
行っている。監事(非常勤)の報酬支給基準は、常勤の役員の俸給をもとに
算定している。
監事（非常勤）の年間報酬額は他の工科系国立大学の監事（非常勤）の
報酬水準（電気通信大学、豊橋技術科学大学及び名古屋工業大学の監
事（非常勤）の平均年間報酬額2,300千円）と同水準でもある。(令和元年度
実績）
こうしたことから、報酬水準は妥当であると判断している。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大
学法人との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当であると考え
る。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

該当者なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】
区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

法人の長

該当者なし

理事

監事
（非常勤）

判断理由

法人の長該当者なし

理事 該当者なし

監事
（非常勤）

法人での在職期間

役員に支給する期末特別手当（ボーナス）において、役員の俸給等に当該役員の職務実
績に応じて、期末特別手当額の１００分の１０の範囲内で増額又は減額することができること
としており、今後も継続する。

該当なし
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情報・資料

Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和２年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

本学職員の給与水準を検討するにあたって、一般職の職員の給与に関する法律に定め
る職種に応じた俸給表の内、行政職俸給表(一)の平均給与月額を参考にした他、令和元
年度職種別民間給与実態調査によるデータのうち、企業規模別（本学約300人）・職種別
平均支給額を参考にした。

(１) 国家公務員･･･令和２年度において、国家公務員のうち行政職俸給表（一）の平均給
与月額は408,868円となっており、全職員の平均給与月額は416,203円となっている。

(２) 職種別民間給与実態調査において、本学と同等の規模（100人以上500人未満）で、事
務係長の大学卒の４月の平均支給額は434,671円となっている。

賞与：勤勉手当（査定分）：基準日（６月１日・１２月１日）以前における直近の人事評価の結
果及び基準日以前６箇月以内の期間における勤務の状況に応じて決定される支給割合
(成績率)に基づき支給することができる。

昇給：５段階の昇給区分（号俸数）により、昇給日（１月１日）において学長が定める日以前
１年間における勤務成績に応じて昇給することができる。

昇格・降格：勤務成績が特に良好な職員で本学が定める基準を満たしている者について
は、その者が従事する職務に応じ、かつ総合的な能力の評価により、１級上位の級に昇格
させることができる。また、勤務実績がよくない等のため降任した場合に、下位の級に降格
させることができる。

国立大学法人室蘭工業大学職員の給与等に関する規則に則り、俸給及び諸手当（俸給の調整
額、俸給の特別調整額、初任給調整手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、住居手当、通勤
手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、超過勤務手当、休日勤務手当、管理職員特別勤務手当、期
末手当、勤勉手当、寒冷地手当、入試手当、学位論文審査手当、作業環境測定業務従事手当、大
学主催事業等従事手当、安全衛生巡視業務従事手当及び長期出向等手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（（(俸給月額＋俸給の調整額)＋扶養手当)＋これらに対
する地域手当及び広域異動手当＋役職加算額）に１００分の１２７．５を乗じ、さらに基準日以前６箇
月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。

勤勉手当については、勤勉手当基礎額（（俸給月額＋俸給の調整額)＋これらに対する地域手当
及び広域異動手当＋役職加算額）に勤務成績に応じて、学長が基準日ごとに定める割合を乗じ、さ
らに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額として
いる。

なお、令和２年度は、以下のとおり給与制度の改定を実施した。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

207 48.1 7,492 5,414 32 2,078
人 歳 千円 千円 千円 千円

86 42.7 5,721 4,207 29 1,514
人 歳 千円 千円 千円 千円

121 52.0 8,750 6,270 34 2,480
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

医療職種
（病院看護師）

その他医療職種
（看護師）

うち所定内 うち賞与

常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

区分 人員 平均年齢
令和２年度の年間給与額（平均）

総額

（1）住居手当
・手当の支給対象となる家賃額の下限を4,000円引き上げる（12,000円→16,000円）。
これにより生ずる原資を用いて、手当額の上限を1,000円引き上げる（27,000円→28,000円）。
・手当額が2,000円を超える減額となる職員については、１年間、所要の経過措置をとる。

（２）長期出向等手当の新設
・国等の関係機関から出向等により本学の職員となった者のうち、地域手当を支給されること
となる職員が、採用の日から２年を超えて引き続き勤務することとなった場合において、学長
が特に必要と認める場合には、３年目から５年目を限りとして、２年目に支給されていた地域手
当に相当する額を、長期出向等手当として支給する。

（３）勤勉手当
・期末手当及び勤勉手当の年間の支給月数を0.05月分引き下げて4.45月（令和２年度は12月
期に0.025月分引き下げて年間4.475月）とする。また、特定管理職員及び指定職俸給表適用
職員についても同程度の引き下げとする。
・民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映する。
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〔年俸制適用者〕

うち賞与
うち通勤手当

人 歳 千円 千円 千円 千円

17 45.9 8,552 8,552 27 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 45.9 8,552 8,552 27 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.2 2,918 2,454 45 464
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 62.2 2,918 2,454 45 464
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

非常勤職員

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

注：非常勤職員の「教育職種（大学教員）」については、該当者が1人のため、当該個人に関する
情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値からも
除外している。

事務・技術

区分 人員 平均年齢
令和２年度の年間給与額（平均）

総額 うち所定内

医療職種
（病院看護師）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）

常勤職員

教育職種
（大学教員）

事務・技術

医療職種
（病院医師）

教育職種
（大学教員）

再任用職員

事務・技術

その他医療職種
（看護師）
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〔年俸制適用者〕

人 歳 千円 千円 千円 千円

6 61.0 7,424 7,424 23 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 61.0 7,424 7,424 23 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし
人 歳 千円 千円 千円 千円

該当者なし

注：非常勤職員の「特定職種（特定専門職員）」については、該当者が1人のため、当該個人に
関する情報が特定されるおそれのあることから、区分以外は記載せず、非常勤職員全体の数値
からも除外している。

注：在外職員及び任期付職員については、全職種で該当者がいないため省略した。

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

特定職種
（特定専門職員）

医療職種
（病院医師）

医療職種
（病院看護師）
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員）)〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除
く。以下、④まで同じ。〕

注２：年齢２０～２３歳の該当者は２人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　年間給与については表示していない。

注３：年齢２４～２７歳の該当者は３人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
　　　年間給与額の第１・第３分位については表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

事務局長 1

部長 1

課長 6 52.3 8,401

副課長 11 53.9 6,781

係長 38 45.6 5,895

主任 13 35.4 4,808

係員 17 30.4 3,940

（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 47 56.4 9,921

准教授 53 50.7 8,450

講師 4 47.0 7,637

助教 17 45.1 6,472

④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

58.3 56.6 57.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

41.7 43.4 42.5

％ ％ ％

         最高～最低 46.0～39.2 46.4～39.7 46.2～39.4

％ ％ ％

57.8 57.5 57.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.2 42.5 42.3

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～33.3 46.5～33.7 46.1～36.8

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

56.3 56.0 56.2

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

43.7 44.0 43.8

％ ％ ％

         最高～最低 46.8～40.7 47.3～41.2 47.1～40.9

％ ％ ％

58.0 57.5 57.7

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

42.0 42.5 42.3

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～31.9 47.4～39.9 46.7～37.3

注： 講師の該当者は４人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与の最高～最低額に
　　　ついては記載していない。

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

賞与（令和２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

千円

10,945～8,796

9,315～7,026

 7,327～5,962

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

注１：「副課長」には課長補佐相当職である「室長」及び「技術専門員」を、「係長」には係長相当職である「技術専門職員」
　　　　を、「係員相当」には「事務職員」のほか「技術職員」をそれぞれ含む。

注２：事務局長及び部長の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢及び
　　　年間給与の平均額については記載していない。

千円

7,034～6,395

6,861～5,115

5,590～4,406

4,774～3,324

9,250～7,502

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／教育職員（大学教員））

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

10



2021年 7 月号

－　12　－

情報・資料�

３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

４　モデル給与

（文部科学大臣の検証結果）
  法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性につ
いて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に関
する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
  当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合
的に勘案したうえで、職員の給与水準を設定しており、法人における給与水
準の妥当性の検証結果から、適切な対応が執られていると考える。引き続
き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準の比較指標　90.2

注：上記比較指標は、法人化前の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和２年度
の教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

（法人の検証結果）
【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合 55.05％
（国からの財政支出額 2,927百万円、支出予算の総額 5,317百万円：令和２
年度予算）
【累積欠損額について】
累積欠損額 ０円（令和元年度決算）
【大卒以上の高学歴者の割合 69.76％（常勤職員数86名中60名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合 39.2％】
（支出総額 5,469,931千円、給与・報酬等支給総額 2,148,009千円：令和元
年度決算）
（法人の検証結果）
  支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合はやや高いものの、累
積欠損はなく、対国家公務員指数も100以下であるため、給与水準は適切
であると考えている。

講ずる措置
職員の給与水準については、今後も引き続き社会一般の情勢に適合したも
のとなるよう努める。

内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　 85.8
・年齢・地域勘案　　　　　　　　95.1
・年齢・学歴勘案　　　　　　　　85.0
・年齢・地域・学歴勘案　　　　 94.6
（参考）対他法人　　　           98.2　　　

項目

●事務・技術職員
（扶養親族がいない場合）
○２２歳（事務局「係員」、大卒初任給）

月額 182,200円 年間給与 2,986,000円
○３５歳（事務局「係長」）

月額 287,400円 年間給与 4,773,000円
○５０歳（事務局「副課長」）

月額 373,800円 年間給与 6,290,000円

●教育職員（大学教員）
（扶養親族がいない場合）
○２７歳（助教、博士修了初任給）

月額 307,150円 年間給与 5,034,000円
○３５歳（助教）

月額 349,850円 年間給与 5,810,000円

○５０歳（教授）
月額 530,700円 年間給与 9,047,000円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人につき
10,000円）を支給（月額）
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５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

注：「非常勤役職員等給与」においては、受託研究費等により雇用される職員に係る費用を含
んでいるため、財務諸表附属明細書の「18 役員及び教職員の給与の明細」における非常勤の
合計額と一致しない。

最広義人件費
3,140,438 3,144,738 3,094,031 2,954,137 2,928,044

福利厚生費
372,705 370,222 370,792 362,397 357,039

非常勤役職員等給与
341,221 313,536 317,516 289,297 299,798

退職手当支給額
167,793 190,321 194,428 154,434 169,399

区　　分

給与、報酬等支給総額
2,258,719 2,270,659 2,211,295 2,148,009 2,101,808

職員の勤務成績に応じて、昇給、昇格及び降格の実施並びに勤勉手当
（６月期・１２月期）支給割合の増減を行っており、今後も継続する。

・「給与、報酬等支給総額」の対前年度比が2.15％減となった要因
定年等退職者の後任が若い年齢層になったことや国家公務員の給与改

定に準拠し、期末手当及び勤勉手当の支給率の引き下げを実施したこと
により、給与、報酬等支給総額は減少となっている。

・「最広義人件費」の対前年度比が0.88％減となった要因
定年等退職者の後任が若い年齢層になったことや国家公務員の給与改

定に準拠し、期末手当及び勤勉手当の支給率の引き下げを実施したこと
により、最広義人件費は減額となっている。

特になし
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民間等との共同研究の受入れ

研究代表者・職・氏名 相手方区分 金　額（千円）

もの創造系領域
　教　授　　相　津　佳　永 地 方 公 共 団 体 ４８５

もの創造系領域
　教　授　　上　羽　正　純 大 企 業 ９７５

もの創造系領域
　教　授　　内　海　政　春 中 小 企 業 ５００

もの創造系領域
　教　授　　川　村　志　麻 大 企 業 １，００１

もの創造系領域
　教　授　　清　水　一　道 中 小 企 業 ５８５

もの創造系領域
　教　授　　清　水　一　道 大 企 業 ８３２

もの創造系領域
　教　授　　花　島　直　彦 中 小 企 業 １，０４０

もの創造系領域
　助　教　　中　田　大　将 独 立 行 政 法 人 ２００

しくみ解明系領域
　教　授　　佐　伯　　　功 大 企 業 １，１００

しくみ解明系領域
　准教授　　上　井　幸　司 中 小 企 業 ６５０

しくみ解明系領域
　特任教授　岸　上　順　一 中 小 企 業 ５００

合　　　　　計（１１件） ７，８６８

人事
外 部 資 金外 部 資 金

※大企業・中小企業の別は，中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第 2条による。
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外部資金

奨学寄附金の受入れ

寄  附  者 目　的 金　額（千円）

株式会社アースプライム 工 学 研 究 助 成 ３００

株式会社 安藤・間 工 学 研 究 助 成 １，０００

株式会社砂子組 工 学 研 究 助 成 ３，０００

ドーピー建設工業株式会社 工 学 研 究 助 成 ５００

株式会社南組 工 学 研 究 助 成 １，０００

生活協同組合コープさっぽろ 工 学 研 究 助 成 ４００

株式会社大昌電子 工 学 教 育 助 成 ５０

株式会社フジタ 工 学 研 究 助 成 ５００

合　　　　　計（ ８ 件） ６，７５０
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外部資金

研究代表者・職・氏名 委託先区分 金　額（千円）

もの創造系領域
　　教　授　　今　井　良　二 そ の 他 ４００

もの創造系領域
　　教　授　　内　海　政　春 そ の 他 ３１０

もの創造系領域
　　教　授　　内　海　政　春 そ の 他 ２７０

もの創造系領域
　　准教授　　永　井　　　宏 大 企 業 ２，０００

もの創造系領域
　　准教授　　溝　端　一　秀 そ の 他 ５３０

もの創造系領域
　　助　教　　江　口　　　光 そ の 他 ５３０

もの創造系領域
　　助　教　　中　田　大　将 そ の 他 ５３０

もの創造系領域
　　助　教　　湊　　　亮二郎 そ の 他 ２３０

しくみ解明系領域
　　准教授　　上　井　幸　司 地 方 公 共 団 体 ５００

しくみ解明系領域
　　准教授　　上　井　幸　司 地 方 公 共 団 体 ４００

しくみ解明系領域
　　教　授　　塩　谷　浩　之 大 企 業 ６５０

しくみ解明系領域
　　准教授　　徳　樂　清　孝 地 方 公 共 団 体 ５００

合　　　　　計（１２件） ６，８５０

受託研究等の受入れ

※大企業・中小企業の別は，中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第 2条による。
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外部資金

その他の補助金の受入れ

事　業　名 研究代表者・職・氏名 事業元 金　額（千円）

隠岐ユネスコ世界ジオパーク
学術研究奨励事業

もの創造系領域
　　准教授　　後　藤　芳　彦

隠岐ユネスコ世界ジオパーク
推進協議会 ２００

合　　　　　計（ １ 件） ２００
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人　事　異　動

国立大学法人
室蘭工業大学長発令

発令年月日 異　動　内　容 氏　　名 現　　　　　職

〈採　用〉

令和 3年 7月 1日 大学院工学研究科准教授（しくみ解明系領域） 近 藤 敏 志 コニカミノルタ株式会社　部長

〈昇　任〉

令和 3年 7月 1日 大学院工学研究科教授（もの創造系領域） 有 村 幹 治 大学院工学研究科准教授
（もの創造系領域）

大学院工学研究科教授（しくみ解明系領域） 徳 樂 清 孝 大学院工学研究科准教授
（しくみ解明系領域）

大学院工学研究科准教授（もの創造系領域） 金 沢 新 哲 大学院工学研究科助教
（もの創造系領域）

〈雇用期間満了〉

令和 3年 6月21日 SUDHOF�
SAMUEL�
LOUIS

航空宇宙機システム研究センター
学術研究員

令和 3年 6月30日 大　木　さゆみ 総務広報課事務補佐員

羽 山 満 之 施設課特定技術職員

〈採　用〉 

令和 3年 6月22日 航空宇宙機システム研究センター博士研究員 SUDHOF�
SAMUEL�
LOUIS

令和 3年 7月 1日 ものづくり基盤センター技術補佐員 石 田 達 也

ものづくり基盤センター技術補佐員 板 倉 詩 桜

ものづくり基盤センター技術補佐員 遠 藤 友 人

ものづくり基盤センター技術補佐員 加 藤 裕 也

ものづくり基盤センター技術補佐員 金 井 達 哉

ものづくり基盤センター技術補佐員 鷲　見　恵莉奈

人　　　事人　　　事
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学 内 会 議学 内 会 議

学内各種委員会等の開催学内各種委員会等の開催

＜ 5 月25日～ 6 月24日＞

開催日時 令和 3年 6月 8日（火）
会 議 名  第 7回役員会

開催日時 令和 3年 6月10日（木）
会 議 名  第 2回教授会

開催日時 令和 3年 6月10日（木）
会 議 名  第 1回大学院工学研究科委員会博士前期課程分科会

開催日時 令和 3年 6月17日（木）
会 議 名  第 3回教育研究評議会

開催日時 令和 3年 6月22日（火）
会 議 名  第 8回役員会

開催日時 令和 3年 6月23日（水）
会 議 名  第 2回経営協議会

開催日時 令和 3年 6月23日（水）
会 議 名  第 9回役員会

同じ日付でも
省略しないこと
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日　　　誌日　　　誌

同じ日付でも
省略しないこと

５ 月29日（土）� 令和 4年度編入学推薦入試
５月31日（月）� 内閣府特命担当大臣（宇宙政策）と室

蘭市長および本学の 3者対談（オンラ
イン）

５月31日（月）� 全学一斉構内クリーン作戦
6月 9日（水）� 留学生オリエンテーション
6月11日（金）� 令和 4年度編入学推薦入試合格発表
6月17日（木）� 北海道若者活躍プロジェクト講演会

（オンライン）
6月22日（火）� 第 4 期中期目標・中期計画（原案）に

係る説明会
6月22日（火）� 定期健康診断・情報機器作業健康診断

（23日まで）
6月24日（木）� 令和 3年度 6月期学位記授与式

学内行事学内行事

５ 月31日（月）� 令和 3年度第一回男女共同参画推進室
会議（オンライン）

6月 2日（水）� 国立大学５6工学系学部長・第3５回大学
連携推進委員会（オンライン）

6月 2日（水）� 2021年度国立大学法人等担当理事等連
絡会議【国立大学における資金調達・
資産運用の現状とこれから】（オンラ
イン）

6月 7日（月）� 令和 4年度以降教養教育連携実施事業
の在り方に関する検討会（第 2回）（オ
ンライン）

6月11日（金）� 北海道地区国立大学法人等職員統一採
用試験実施委員会作業部会（オンライ
ン）

6月14日（月）� 国立大学協会令和 3年度第 1回通常総
会（オンライン）

6月16日（水）� 2021年度スーパー連携大学コンソーシ
アム定時総会会長・副会長会議・運営
幹事会合同会議（オンライン）

6月18日（金）� 第 4 期中期目標期間における運営交付
金の在り方に関する検討会（第 9 回）
（オンライン）

6月22日（火）� 講演会「近未来への招待状～ナイスス
テップな研究者2020からのメッセージ
～」第 2回（オンライン）

6月23日（水）� 令和 3年度第 1回大学入試センター運
営審議会（オンライン）

6月23日（水）� 2022年版ＱＳ世界大学ランキング日本
地区ウェビナー（オンライン）

学外行事学外行事
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◆　教職員の皆様からの随想，提言等の御寄稿，あるいは学報への御意見，御希望，また，日頃感じていることなど
多数お寄せくださるようお待ちしております。
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